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司法試験委員会会議（第６１回）議事要旨

（司法試験委員会庶務担当）

１ 日時

平成２１年１２月１６日（水）１５：３０～１８：１０

２ 場所

東京地方検察庁総務部教養課第３０４会議室

３ 出席者

○ 司法試験委員会

（委員長）髙橋宏志

（委 員）奥田隆文，木村光江，酒井彦，鈴木誠二，羽間京子，松島 洋（敬称略）

（幹 事）小山太士（議題（１）のみ出席）

○ 司法試験委員会庶務担当（法務省大臣官房人事課)

林 眞琴人事課長，宮崎香織人事課付，遠藤洋一試験管理官

４ 議題

(1) 選択科目の見直しについて（協議）

(2) 平成２２年度旧司法試験第二次試験考査委員の推薦について（協議）

(3) 平成２２年度旧司法試験第二次試験の実施について（協議）

(4) 新司法試験考査委員会議申合せ事項について（報告）

(5) 新司法試験の出題に係る法令について（報告）

(6) 平成２１年新司法試験の採点実感等に関する意見について（報告）

(7) 司法試験予備試験について（協議）

(8) その他報告案件

(9) 次回開催日程等について（説明）

５ 配布資料

資料１ 規制改革の課題～機会の均等化と成長による豊かさの実現のために～（抜粋）

資料２ 閣議決定されたが措置が不十分な事項についての規制改革会議の見解

資料３ 更なる規制改革の推進に向けて～今後の改革課題～（抜粋）

資料４ 平成１８年から実施される司法試験における論文式による筆記試験の科目（専

門的な法律の分野に関する科目）の選定について（答申）

資料５ 諮問第４号

資料６ 新司法試験における出題形式及び問題別配点等について

資料７ 新司法試験における短答式試験の出題方針について

資料８ 新司法試験における論文式試験の答案用紙の配布枚数について

資料９ 視覚障害の受験者に対する配慮について

資料10 新司法試験受験者の無効答案等に関する取扱いについて

資料11 新司法試験における採点及び成績評価等の実施方法・基準について

資料12 平成２２年新司法試験の経済法の出題に係る法令について
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資料13 平成２１年新司法試験の採点実感等に関する意見

資料14 「新司法試験シンポジウム～受験者から見た新司法試験・今あらためて新司法

試験を考える～」で出された主な意見について

６ 議事等

(1) 選択科目の見直しについて（協議）

【髙橋委員長】選択科目の見直しについての協議に先立って，事務局から何かあります

か。

【林人事課長】選択科目の見直しについては，前回の会議において，意見募集の結果や

規制改革会議のヒアリング結果等を踏まえて御協議いただいたところです。本日も，

引き続き，御協議をお願いいたします。

では，選択科目の見直しに関連して，規制改革会議の動向について御報告申し上

げます。

規制改革会議は，今月４日，会議を開催して，同会議の考え方をまとめた資料を

決定し，規制改革担当大臣に手渡したとのことです。その中で，司法試験に関連す

るものを抜粋して，資料１から３としました。資料１「規制改革の課題」には，「法

曹の質・量の確保」として，法曹人口の拡大，法曹養成機関の見直し，新司法試験

の予備試験の制度設計の明確化等，新司法試験の選択科目の見直しの推進などが挙

げられています。このうち，選択科目の見直しについては，この資料の２１３ペー

ジ以下に記載があり，内容は，前回の委員会においてヒアリング結果として御報告

したのとおおむね同じです。ここには，従前，同会議法務・資格タスクフォースか

ら示されていた選択科目の見直しのための検討基準が明記されており，「当規制改

革会議としては，・・・見直しにおける検討基準として下記ａ～ｆの具体的事項を

提示しているところである。しかしながら，司法試験委員会の審議においては，こ

うした検討基準に沿った具体的検証が行われた形跡が全く見られないまま，・・・

現行の当該規則の改正は要しないこと等とする案が示されているところである。」

「司法試験委員会においては，本検討基準の各科目への当てはめを始めとする具体

的・客観的な検証結果を早急に提示し，当該検証結果を踏まえて，選択科目の追加

・削除について速やかに必要な措置を講ずるとともに，爾後においても，上記の基

準に即した検証による不断の見直しを行うべきである。」と記載されています。資

料２の「閣議決定されたが措置が不十分な事項についての規制改革会議の見解」に

は，１９の事項が挙げられていますが，その中の１８・１９として，新司法試験の

選択科目の見直しと新司法試験の予備試験の制度設計の明確化が挙げられており，

その評価は，いずれも「不十分」とされています。資料３「更なる規制改革の推進

に向けて」は，規制改革会議が考える今後の改革課題を各分野ごとに挙げたもので

すが，選択科目の見直しと予備試験の制度設計の明確化が，法務分野の３つの課題

のうちの２つとして挙げられています。選択科目の見直しについては，５５ページ

に記載があり，「選択科目の見直しに当たっては，科目としての範囲の明確性や体

系化・標準化の状況等を見据えつつ，実務的な重要性や社会的な有用性・汎用性等

を考慮し，社会における法サービス需要に的確に応えるという観点が必須であり，

規制改革会議としては，これら各観点からの判定・根拠など，見直しにおける検討

基準としての具体的事項を提示しているところ。」「本見直しに当たる法務省司法
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試験委員会においては，本検討基準の各科目への当てはめを始めとする具体的・客

観的な検証結果を速やかに提示するとともに，当該検証結果を踏まえて，科目の追

加・削除について必要な措置を講ずべき。」などと記載されています。

事務局からは，以上です。

【髙橋委員長】前回の協議の結果，既存の８科目についてはいずれも残し，消費者法と

刑事政策については現時点では選択科目に追加しないこととしました。本日は，法

と経済学について，選択科目に追加するか否かを協議したいと思います。

法と経済学については，前回の委員会で，法と経済学会から意見募集に提出され

た意見のほか，事務局に提出された資料が報告されました。委員の皆様方におかれ

ては，前回の委員会の後，銘々，御検討いただいたと思いますので，本日は，法と

経済学の追加の可否について本格的に議論を行いたいと思います。当委員会での検

討が不十分であるなどと規制改革会議から御指摘を受けているところでもあります

ので，是非積極的な御発言をお願いいたします。

では，御審議をお願いします。

【木村委員】資料１で規制改革会議が示しているａからｆまでの検討基準との関係で言

いますと，ｄに「確立した体系ないし標準」という言葉が使われていますが，標準

的であることや体系的であることが選択科目として重要だということですと，法と

経済学には難点があるのではないでしょうか。前回もこの点について少し触れまし

たけれども，例えば，前回の資料にあった法と経済学会が提出された問題のイメー

ジの中で「伝統的刑法理論」という言葉が使われていますが，これを法科大学院修

了者に解答せよと言っても標準的な答えを想定することは非常に難しいと思いまし

た。ですから，規制改革会議がお示しになった検討基準からいっても，法と経済学

を選択科目とするには難しい面があるのではないかという点が一つです。

それと，法と経済学の科目としての性質だと思うのですが，法と経済学における

経済学的な視点を取り入れた方法論というものが非常に重要だと言っておられると

認識していますけれども，そうしますと，例えば統計学や政治学といった科目に近

い，法科大学院の設置基準でいうと基礎法学・隣接科目のカテゴリーに分類される

ものではないかと思います。他方で，現在の選択科目８科目は，いずれも，展開・

先端科目のカテゴリーに分類される科目で，これを基礎法学・隣接科目に分類して

いる法科大学院はほとんどないと思いますので，これらと対比すると，法と経済学

は，かなり性格が違うという気がいたします。選択科目は，法曹養成のための試験

という観点から選ばれていると思うのですけれども，そういう観点からも，性格の

違う科目と思われるので，法と経済学を選択科目に入れるには，かなり慎重な検討

が必要なのではないかという気がいたしました。

【松島委員】法と経済学会の意見書を見ますと，第５７回会議での私の発言の前段，「法

と経済学というアプローチは非常に有意義」という部分をとらえられています。そ

のことに関しては，法律という観点からだけではなく，背後にある経済から法律を

分析することが立法政策に非常に有用であるという点については，私は考えを変え

てはいません。ただ，そのときにも言及しましたが，そもそも全く無前提にどのよ

うな科目でも司法試験の選択科目にできるというわけではなく，「専門的な法律の

分野に関する科目」から選択科目を定めることが司法試験法上決められているわけ

です。法と経済学会の問題イメージ（例）を見せていただくと，専門的な法律の分
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野ではなく，およそすべての分野の問題を作ることができるというものでして，ま

さに全般的な法律の分野に関して特定の手法によって分析を加えていくという，専

門的な法律の分野に関する科目とされる既存の選択科目とは著しく異なる性格が明

らかになったと考えています。基本法以外の先端的な法律分野についても，法科大

学院で充実した教育が行われることを前提として，これを選択科目として試すとい

うのが，選択科目の制度設計の趣旨であって，そうだとすると，どのような科目を

選択科目とするかは法律事項ではないでしょうか。ですから，私が検討させていた

だいた結果としては，法と経済学を選択科目とすることに単に違和感があるという

ことではなくて，法律を変えるならともかく，現在の法律の範囲において，法と経

済学を選択科目として取り入れられるという考えは，論理的に取り得ないというの

が結論です。

その点で，私が司法試験を受験した時代には，法律先端科目とは別に，一般教養

の選択科目というのがございました。多くの科目を法科大学院で履修させているの

で，基礎法学や隣接分野に関する科目も司法試験の科目に取り入れるべきだという

考え方は，立法論としてはあるかもしれません。それに賛成する意見もあるかもし

れませんし，逆に，受験生や法科大学院の負担が重くなるとして反対する意見もあ

るかもしれません。これに対しては，いろいろな考え方があると思います。それで

も，私が考えるに，法科大学院で採られている４つに区別された講義の体系から考

えると，法と経済学は，法律科目ではない，実定法の理解を問うものではないとい

う点において，やはり，試験科目としては，法律科目と同じカテゴリーには入れら

れないのではないかというのが私の意見です。

【鈴木委員】私も法と経済学の入門書を読ませていただきましたが，経済学的なアプロ

ーチという面で独自性が認められるということは分かるのですが，対象がすべての

法領域にかかっているので，やはり範囲の明確性に問題があることは否めないので

はないかと感じます。また，特に「専門的な法律の分野に関する科目」という面か

ら考えると，法と経済学を選択科目に取り入れるということには，慎重な対応が必

要ではないかと思います。ただ，法と経済学のような様々な法の特定領域を横串で

貫く考え方は，立法論としては検討の対象となってもよいのではという印象を受け

ました。

【酒井委員】資料１の「規制改革の課題」の中にｅⅲとして「国家資格に係る試験にお

いて，選択科目として配置してその習得を奨励することの社会的，国家的な意味で

の必要性，有用性，汎用性」という検討基準が挙げられているのですが，これを理

解するに当たっても，新司法試験に選択科目が設けられた原点から出発する必要が

あると思います。選択科目が設られけた原点は，社会のいろいろなニーズに応える，

いろいろな法律分野で専門性を有する法曹を養成するということにあると思いま

す。その上で理解すると，この検討基準は，選択科目とすることでそういった専門

性が必要な法律分野の習得を奨励することの必要性，有用性，汎用性ということに

なります。規制改革会議では，この必要性等について，社会的，国家的意味での必

要性等というかなり大きなとらえ方をしているようですが，例えば，現在の選択科

目に取り入れられている知的財産法や労働法について言えば，日本は，今まさに知

財立国を目指し，また，雇用の確保が緊喫の課題であるといった状況にありますし，

環境法について言えば，今，デンマークでＣＯＰ１５が行われているところで，ま
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さに社会的・国家的な必要性や有用性などが認められる分野であると思います。選

択科目が設けられた趣旨からは，この必要性や有用性というのは，こういう専門性

が必要な法律分野での必要性や有用性ととらえるべきものだと思います。

これに対して，前回の資料にある法と経済学会からの意見書では，「有用性が高

いからといって，国家試験の選択科目に選定すべきとする理由には，直ちにはなり

ません。有用性が高ければ弁護士報酬等に反映され，法曹志望者がその実定法分野

を自主的に勉強する動機付けとなるため，あえて国家試験の選択科目として奨励す

ることが必ずしも要さないといえるからです。」と書かれています。そうなると，

有用性が低い方をむしろ奨励しなければならないことになってしまう。余り揚げ足

をとるつもりはないのですが，やはり，必要性や有用性というのは，重要な判断要

素だろうと思います。

しかも，この必要性や有用性は，先ほど申し上げたとおり，専門性の必要な法律

分野における国家的・社会的な必要性や有用性というとらえ方をするのだろうと思

うのです。私は，以前にも，法と経済学はメソトロジーだと申し上げており，法と

経済学会の意見書でも取り上げられているのですが，メソトロジーと言えば，リー

ガルライティングですとかリーガルリサーチ，こういうものが非常に大事な横串的

なメソトロジーであると思います。これらは，アメリカのロースクールに行けば徹

底的に勉強させられるわけですが，これらがアメリカで司法試験の科目になってい

るかというと，決してなっていないわけです。やはり，これらの科目は，そういっ

た専門性の必要な法律分野というのは違うということだと思うのです。ですから，

繰り返しになりますが，司法試験法でなぜ専門的な法律分野を選択科目として取り

入れているのかという原点に立ち，さらに，規制改革会議の示す検討基準を踏まえ

ると，ますます，法と経済学を選択科目に取り入れるのはいかがなものかという感

じがします。

【奥田委員】私も，各委員が述べられた意見と同様の印象を受けております。また，前

回の資料にある法と経済学会の意見書では「法と経済学は国家試験で独自の選択科

目として習得を奨励することが必要」とされています。確かに，法と経済学も習得

してほしい分野の一つであるということ自体は決して否定するものではないのです

が，それならば，法社会学や法哲学といった科目はどうなのかという議論が当然出

てくることになります。そのような選択科目に取り入れられていない他の科目と比

較して，法と経済学については特に習得を奨励する必要があるのかという問題にな

ると考えられます。そうなると，法と経済学だけを選択科目として取り上げるとい

うことが，他の科目との関係でバランスを欠くことになる可能性があるという点を

問題点として指摘しておきたいと思います。

【羽間委員】特に付け加えることもないのですが，法律で規定された「専門的な法律の

分野に関する科目」に入るのかどうかが一番大きな問題だと思います。そして，法

と経済学は，そこには入らないのではないかと考えます。また，法と経済学が本当

に標準化されているのか，体系化されているのかということには，若干疑問を感じ

ます。さらに，適用される各法律分野において，法と経済学が受け入れられるもの

であるのかどうかということも問題になるのではないかと思います。ですから，法

と経済学を選択科目に取り入れるかどうかということについては，若干疑問を感じ

ます。
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【酒井委員】もう一点，資料１の「規制改革の課題」の中でｅⅱとして「基本的科目に

加えて独自に試験科目とすることの必要性（実務家になってからの習得では適当で

はない理由の有無，必要に応じて関連法令，文献，判例等を検索して調べる等によ

っては対応できない理由の有無等）」と記載されています。要するに，なぜ実務家

になる前に習得する必要があるのかということがポイントとなるということなので

しょうが，それに関連して，前回の資料にある法と経済学会の意見書に，「例えば

社会経済状況に応じて毎年のように改正される租税法や，日進月歩の技術が実定法

に反映される知的財産法，環境法などは，特定時期の条文暗記を強いる必要性が低

いと言えます。むしろ，・・・「実務家になってからの習得」がより重要な科目と

考えることもできるでしょう。」という記述があるわけです。しかし，確かに日進

月歩変わる部分はリアルタイムで習得していけばよいのでしょうけれども，こうい

った既存の選択科目について司法試験で何を習得することが求められるかという

と，決して単なる知識の暗記ではなく，それぞれの法律分野において法解釈・適用

の基盤となる基本的・体系的な理解だと思うのです。これは，まさにそれぞれの分

野の理念と言い換えてもいいと思います。それぞれの法律分野の理念を早い時期に

学び，その理念の上に立って，法律家としていろいろな判例の積み重ねや法律の改

正に対応していく。この理念というのは，やはり法律家としての土台ですので，若

いうちにしっかりとこの土台を築いておくべきだと思われます。これに対して，法

と経済学というのは，先ほども申し上げたように，メソトロジーである。しかも，

それは，いろいろな法律の分野で，立法論・解釈論を展開する上でいろいろな比較

衡量をする中でのワン・オブ・ゼムの手法でして，実は，そういったメソトロジー

の中でも最も基本的な部分については，既にそれぞれの法律分野で勉強しているわ

けです。例えば，環境のことを考えるには，環境と開発の問題は避けて通れません

し，民法の借地借家の問題にしても契約解除条件を緩和したときの影響を考えます

し，あるいは，刑法の分野の一般予防・特別予防にしてもそうです。すなわち，法

と経済学の考え方の基本的な部分は，むしろそれぞれの法律分野の中に既に組み込

まれていると言えます。その部分は，それぞれの法律分野を習得する中で，早めに

しっかり学ばなければならないものです。法と経済学に独自性が認められるとすれ

ば，対象とする法律分野そのものではなくてその方法論，つまりミクロ経済学です

が，その法と経済学にとって重要なミクロ経済学的な部分というのは，応用編，そ

れも相当の応用であって，実務家になってからの習得では適当ではないというもの

ではなく，むしろ，実務を踏まえて，社会の事象を踏まえた上で習得していくべき

ではないかという感じがいたします。

【髙橋委員長】これまでの皆様方の御意見で一番大きなものは，司法試験法の「専門的

な法律の分野に関する科目」という点で疑義があるというところでしょうか。そし

て，その角度から考えられてきた実務的な重要性や社会におけるニーズの高さ等と

いうものと法と経済学のそれとは，性質が相当違うだろうということですね。そし

て，「専門的な法律の分野に関する科目」という点に話を戻すと，法と経済学の手

法に強い法律家という意味では法と経済学を専門とした法律家というのも考えられ

なくはないのですが，選択科目に求められている従来考えられていた専門性とは異

なっており，現行法の中で考えると，法と経済学を選択科目に取り入れるのはかな

り無理があるのではないかということです。ただ，他方で，法社会学，法哲学，法
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と経済学，更に言えば，法制史や外国法を含む基礎法学・隣接科目の重要性を否定

するものではなく，立法論として，こういう科目を司法試験に設けようという考え

方はあっていいのかもしれませんが，それは恐らく，そういう科目として別に設け

るべきものであって，労働法や倒産法などと一緒にして選択するというのは，立法

論としても成り立たないだろうと思います。そういうようなことからすると，法と

経済学を現在の選択科目の中に取り入れるのは適切ではないと思います。

規制改革会議が示している検討基準に即して言うと，国家試験で習得を奨励する

ことの社会的・国家的な意味での必要性，有用性，汎用性という点については，法

と経済学を学ぶことの意味はもちろん否定はしませんが，それは恐らく他の基礎法

学・隣接科目と同じ位置付けにおいてであって，司法試験という一定の制約を持っ

た試験の中で課すことはいかがなものかということになろうかと思います。また，

実務家になってからの習得では適当でないという点については，酒井委員が御見解

を述べられています。

先ほども申しましたが，鈴木委員も言われたように，法と経済学だけということ

ではなくて，基礎法学や隣接科目を試験科目にするという考え方は，立法論として

はあると思いますが，かつての旧司法試験のように法律分野の科目とは別のグルー

プとして設けるべきもので，現在の法律で与えられている選択科目と同じカテゴリ

ーに入れるのは，本来適切ではない。そういったところでしょうか。

【松島委員】現在の選択科目について，平成２１年の新司法試験の論文式試験問題を見

ると，総じて，特定の分野の実定法について具体的事例への当てはめを通じてその

理解度を問うものになっています。そこでいう実定法の規範性や細かさには科目に

よって差異はありますけれども，何もないところから，自分の頭の中から何かを考

え出していくというのとは異なって，特定の分野の法というものの解釈を問うてい

ますよね。この中に法と経済学が入ると，試験科目の統一性のバランスを崩すこと

になるのではないでしょうか。それは，法律を変えないと法と経済学を試験科目に

取り入れるのは無理だということの裏返しなのですけれど。法と経済学を試験科目

として取り入れたときに，各法律分野を正確に理解していなくても，書こうと思え

ばある意味で自由に書けるというか，逆にそういうふうに自由に書けば高得点が取

れたり，ユニークな視点で様々なことを豊富に書くことによって点が付くというこ

とになってしまったら，選択科目として同じレベルが求められるにもかかわらず，

その科目だけが他の科目と著しく違うものになってしまうというような感じがしま

した。

【髙橋委員長】幹事から報告いただいたように，また，幹事から報告された数字とは多

少ずれがありますが，法と経済学会の集めた情報によりましても，法科大学院での

講座開設状況はまだ少なく，その点で特に見るべきところはないように思います。

それから，意見募集においても，法と経済学を選択科目とすべきであるとの意見が

提出されたのは法と経済学会のものだけでした。意見の提出の数で評価が決まるも

のではありませんが，少なくとも今回の意見募集について言えば，法と経済学を選

択科目に取り入れる社会的なニーズが表れているという感じではありません。

それでは，他に御意見がなければ，法と経済学を選択科目に追加しないというこ

とでよろしいですか。

（一同了承）
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【髙橋委員長】これで，全体として，選択科目について改正の必要はないということに

なります。御確認をお願いいたします。

（一同了承）

【髙橋委員長】次に，答申の具体的な記載内容について，協議したいと思います。事務

局から資料の説明をお願いします。

【林人事課長】資料４は，選択科目の選定に関する平成１６年の諮問に対する答申です。

この答申の第２項においては，「新しい司法試験を３回程度実施した後」必要な見

直しを行うことが相当である旨の記載をしています。資料５は，今回の諮問です。

資料の説明は以上です。

【髙橋委員長】平成１６年の答申の当時は，新司法試験がまだ実施前であり，これから

初めて行うという段階でありましたし，法科大学院も開校して間がない状況でした。

そのため，新司法試験を３回程度実施した後に，改めて新司法試験の実施状況や法

科大学院における教育内容等を踏まえて見直してはどうか，また，それを外部的に

明確にしておく必要があるのではないか，という観点から，そのような記載となっ

たものと理解しています。今回の答申に当たって，将来的な見直しについてどのよ

うに考えるか，また，答申の記載をどのようにすべきかについて，御審議をお願い

します。御意見はありますか。

【酒井委員】まず，将来的な見直しについてどう考えるかという問題ですが，まだ新司

法試験が行われていなかった前回の答申時と異なり，今回は，既に実施された新司

法試験の実施状況や法科大学院での教育実績等を踏まえた上で，議論を尽くしたわ

けです。今後，少なくとも数年間の実績等を見た上で見直しの必要があるかどうか

を考えるべきで，あらかじめ，例えば，３年後，５年後という時期を設定するのは，

そもそも適当でないと考えます。では，時期に触れずに将来見直すということを答

申に書くかどうかということですが，そもそも未来永劫にわたって決して見直さな

いということはあり得ないわけで，それをあえて将来見直すと書く必要は全くない

と思います。逆に，答申に見直すと書くと，読む人によっては，すぐにでも選択科

目が変更されるかもしれないといった誤解を生む可能性があり，無用な混乱を招き

かねないので，そもそも見直しについて，答申に書くのも適当でないと思います。

受験生の立場に立てば，ある程度選択科目が安定的である必要もあると思いますし，

流動的な記述は差し控えた方がよいのではないかという感じがいたします。

【髙橋委員長】他に御意見はありますか。前回の答申時と今回とは，かなり状況が違い

ます。法科大学院も開設から５年経ち，カリキュラムも全体的に落ち着いてきたと

思いますし，新司法試験も４回実施しました。何年後といった具体的な見直しの時

期を決めることは，適当でないと思います。他方で，これまでの協議の中でも現れ

ているように，今回の決定が将来的な見直しを否定するものではなく，将来，必要

に応じて見直すことがあり得るということは，我々の共通認識だと思います。例え

ば，文部科学省が法科大学院全体のカリキュラムを大きく変更するなど，大きな情

勢の変化があれば，見直しの必要性が生じる可能性が出てくるでしょう。酒井委員

の言い方を借りれば，未来永劫にわたって決して見直しをしないということはあり

得ない。当たり前のことでも答申に記載すると，かえって無用の混乱を招くという

御指摘もありますし，答申に至る協議の経過は議事要旨に記載されて対外的に明ら

かになりますから，答申には見直しに関して特段の記載をしないということでいか
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がでしょうか。

（一同了承）

【髙橋委員長】それでは，答申においては，「今般の改正の必要はないものと考える。」

と記載した上で，将来の見直しに関しては記載しないこととします。事務局が今回

の答申を法務大臣に御報告する際には，今回の答申が将来的な見直しを否定するも

のではないことを伝えてもらってはどうかと思います。そういうことでよろしいで

しょうか。

（一同了承）

【髙橋委員長】では，見直しに関しては，答申に特段の記載をしないこととします。事

務局は，法務大臣への御報告をお願いします。

【林人事課長】了解いたしました。

【髙橋委員長】これまでの協議を踏まえ，答申には，「今般は改正の必要はないものと

考える。」との結論を記載することになります。この結論に至る具体的な記載事項

としては，前回の平成１６年の答申や規制改革に関する閣議決定等を踏まえたこと，

前回の答申で求められているように，実務的な重要性や社会におけるニーズの高さ，

科目としての範囲の明確性や体系化・標準化の状況，法科大学院における科目開設

状況，新司法試験の実施状況として各選択科目の受験者数，難易度のばらつき，出

題内容についての独自性の程度等，司法修習の状況，意見募集の結果等を総合的に

考慮したことが，考えられるところです。そのような内容で御異論がなければ，具

体的な字句の表現については，委員長に御一任いただくということでよろしいでし

ょうか。

（一同了承）

【髙橋委員長】では，具体的な字句は委員長に一任するとして，答申について決定いた

しました。

(2) 平成２２年度旧司法試験第二次試験考査委員の推薦について（協議）

○ 平成２２年度旧司法試験第二次試験考査委員として，別紙１記載の者を法務大臣

に推薦することが決定された。

(3) 平成２２年度旧司法試験第二次試験の実施について（協議）

○ 事務局から，平成２２年度旧司法試験第二次試験の実施について，同試験の実施日

程及び実施打合せ考査委員会議における協議事項等の説明がなされ，了承された。

○ 司法試験法第７条に基づく旧司法試験第二次試験の期日及び場所の公告は，平成２

２年１月２１日（木）付け官報により行うこととされた。

(4) 新司法試験考査委員会議申合せ事項について（報告）

○ 事務局から，平成２１年１１月１８日に開催された新司法試験考査委員会議の結果

に関し，資料６から資料１１の申合せ事項がいずれも平成２２年新司法試験の実施方

針として決定されたことにつき，報告がなされた。

(5) 新司法試験の出題に係る法令について（報告）

○ 委員長から，平成２２年新司法試験の出題に係る法令につき，経済法担当の考査委
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員から司法試験委員会に対する広報の要請があったことを受けて，資料１２に基づい

て広報することについて，司法試験委員会議事細則第６条第１項に基づき，書面等に

より各委員から意見を徴した結果，了承され，平成２１年１１月１９日付けで委員会

の議決としたことが報告された。

○ 事務局から，資料１２を法務省ホームページに掲載したほか，各法科大学院に連絡

して広報を行ったことについて，報告がなされた。

(6) 平成２１年新司法試験の採点実感等に関する意見について（報告）

○ 事務局から，平成２１年新司法試験に関し，各科目の考査委員から資料１３の採点

実感等に関する意見が提出されたことについて報告がなされ，法務省ホームページで

公表することとされた。

(7) 司法試験予備試験について（協議）

○ 司法試験予備試験における一般教養科目について，別紙２記載の有識者にサンプル

問題の検討等を依頼し，その意見を聴取することが決定された。

○ 事務局から，規制改革会議が公表した平成２１年１２月４日の同会議の資料であ

る資料１から３において，司法試験予備試験について言及されていることにつき，

報告がなされた。

(8) その他報告案件

○ 事務局から，平成２１年１１月１４日に日本弁護士連合会が「新司法試験シンポジ

ウム」を開催したこと，これに関し，同連合会から司法試験委員会委員長あてに，資

料１４が提出されたことについて，報告がなされた。

○ 事務局から，平成２１年１２月１２日に法科大学院協会がシンポジウム「新司法試

験と法科大学院教育」を開催したことについて，報告がなされた。

(9) 次回開催日程等について（説明）

○ 次回の司法試験委員会は，平成２２年１月２０日（水）に開催することが確認され

た。

（以上）
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